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東日本大震災に係る住宅再建支援補助制度の拡充について東日本大震災に係る住宅再建支援補助制度の拡充について東日本大震災に係る住宅再建支援補助制度の拡充について東日本大震災に係る住宅再建支援補助制度の拡充について    

    

１１１１    はじめにはじめにはじめにはじめに    

        国では、東日本大震災の津波による被災地域において、安定的な生活基盤（住まい）国では、東日本大震災の津波による被災地域において、安定的な生活基盤（住まい）国では、東日本大震災の津波による被災地域において、安定的な生活基盤（住まい）国では、東日本大震災の津波による被災地域において、安定的な生活基盤（住まい）

の再建により住民の定着を促し、復興まちづくりを推進する観点から、平成の再建により住民の定着を促し、復興まちづくりを推進する観点から、平成の再建により住民の定着を促し、復興まちづくりを推進する観点から、平成の再建により住民の定着を促し、復興まちづくりを推進する観点から、平成 25252525 年年年年３月、３月、３月、３月、

被災被災被災被災６６６６県に対し、震災復興特別交付税の交付を決定しました。県に対し、震災復興特別交付税の交付を決定しました。県に対し、震災復興特別交付税の交付を決定しました。県に対し、震災復興特別交付税の交付を決定しました。    

        当市では、当市では、当市では、当市では、これまでこれまでこれまでこれまで震災によって自宅を失い、新築された方々に対し、国や県の補震災によって自宅を失い、新築された方々に対し、国や県の補震災によって自宅を失い、新築された方々に対し、国や県の補震災によって自宅を失い、新築された方々に対し、国や県の補

助制度を活用し、助制度を活用し、助制度を活用し、助制度を活用し、また、また、また、また、当市当市当市当市独自独自独自独自の制度を創設しの制度を創設しの制度を創設しの制度を創設してててて、住宅再建を支援してきました。、住宅再建を支援してきました。、住宅再建を支援してきました。、住宅再建を支援してきました。    

        しかししかししかししかしながらながらながらながら、制度によっては支援、制度によっては支援、制度によっては支援、制度によっては支援内容内容内容内容に格差が生じに格差が生じに格差が生じに格差が生じていていていていることから、震災復興特ることから、震災復興特ることから、震災復興特ることから、震災復興特

別交付税を財源とし別交付税を財源とし別交付税を財源とし別交付税を財源としてててて岩手県岩手県岩手県岩手県から交付されたから交付されたから交付されたから交付された東日本大震災津波復興基金市町村交付金東日本大震災津波復興基金市町村交付金東日本大震災津波復興基金市町村交付金東日本大震災津波復興基金市町村交付金

（住宅再建分）を活用し（住宅再建分）を活用し（住宅再建分）を活用し（住宅再建分）を活用してててて、住宅再建支援、住宅再建支援、住宅再建支援、住宅再建支援制度の拡充を図り、被災者の制度の拡充を図り、被災者の制度の拡充を図り、被災者の制度の拡充を図り、被災者の住宅再建住宅再建住宅再建住宅再建を促を促を促を促

進進進進しようとしようとしようとしようとするものです。するものです。するものです。するものです。    

    

２２２２    財源財源財源財源措置措置措置措置のののの経過経過経過経過    

        平成平成平成平成 25252525 年年年年    

３月３月３月３月 22222222 日日日日    震災復興特別交付税震災復興特別交付税震災復興特別交付税震災復興特別交付税交付決定交付決定交付決定交付決定            総額総額総額総額 1,0471,0471,0471,047 億円億円億円億円    

３月３月３月３月 25252525 日日日日    岩手県に対し震災復興特別交付税交付岩手県に対し震災復興特別交付税交付岩手県に対し震災復興特別交付税交付岩手県に対し震災復興特別交付税交付                約約約約    215215215215 億円億円億円億円    

４４４４月月月月 19191919 日日日日    岩手県から岩手県から岩手県から岩手県から沿岸被災沿岸被災沿岸被災沿岸被災 12121212 市町村に対し市町村に対し市町村に対し市町村に対し東日本大震災津波復興基金市町村東日本大震災津波復興基金市町村東日本大震災津波復興基金市町村東日本大震災津波復興基金市町村    

交付金交付金交付金交付金((((住宅再建分住宅再建分住宅再建分住宅再建分))))交付交付交付交付    

                                                沿岸被災沿岸被災沿岸被災沿岸被災 12121212 市町村市町村市町村市町村        約約約約 215215215215 億円（全額）億円（全額）億円（全額）億円（全額）    

うちうちうちうち大船渡市分大船渡市分大船渡市分大船渡市分                    33333333 億億億億 8,8,8,8,843843843843 万万万万５５５５千千千千円円円円    

５５５５月月月月２２２２日日日日        大船渡市大船渡市大船渡市大船渡市まちづくり基金まちづくり基金まちづくり基金まちづくり基金((((津波復興津波復興津波復興津波復興基金基金基金基金((((住宅再建分住宅再建分住宅再建分住宅再建分))))))))にににに全額全額全額全額積み立て積み立て積み立て積み立て    

    

３３３３    制度を拡充する補助金制度を拡充する補助金制度を拡充する補助金制度を拡充する補助金    

    ⑴⑴⑴⑴    被災者住宅再建支援被災者住宅再建支援被災者住宅再建支援被災者住宅再建支援事業事業事業事業補助金補助金補助金補助金    

    ⑵⑵⑵⑵    住宅移転等敷地造成費補助金住宅移転等敷地造成費補助金住宅移転等敷地造成費補助金住宅移転等敷地造成費補助金    

    ⑶⑶⑶⑶    住宅移転等水道工事費補助金住宅移転等水道工事費補助金住宅移転等水道工事費補助金住宅移転等水道工事費補助金    

    ⑷⑷⑷⑷    被災宅地復旧補助金被災宅地復旧補助金被災宅地復旧補助金被災宅地復旧補助金    

    ⑸⑸⑸⑸    被災住宅債務利子補給補助金被災住宅債務利子補給補助金被災住宅債務利子補給補助金被災住宅債務利子補給補助金（一部新設）（一部新設）（一部新設）（一部新設）    

    ⑹⑹⑹⑹    住宅再建移転費補助金住宅再建移転費補助金住宅再建移転費補助金住宅再建移転費補助金（新設）（新設）（新設）（新設）    

    

４４４４    制度拡充の内容制度拡充の内容制度拡充の内容制度拡充の内容    

        別紙「住宅再建支援別紙「住宅再建支援別紙「住宅再建支援別紙「住宅再建支援補助補助補助補助制度制度制度制度のののの拡充拡充拡充拡充についてについてについてについて」のとおり」のとおり」のとおり」のとおり    

    

５５５５    所要額及び財源所要額及び財源所要額及び財源所要額及び財源    

    ⑴⑴⑴⑴    所要額所要額所要額所要額                        総額総額総額総額 4,4,4,4,771771771771,,,,666633336666 千円千円千円千円    

    ⑵⑵⑵⑵    財源内訳財源内訳財源内訳財源内訳    

        ①①①①    大船渡市大船渡市大船渡市大船渡市まちづくり基金まちづくり基金まちづくり基金まちづくり基金((((津波復興基金津波復興基金津波復興基金津波復興基金((((平成平成平成平成 22223333 年度年度年度年度交付交付交付交付分分分分))))))))    1,1,1,1,611611611611,,,,358358358358 千円千円千円千円    

        ②②②②    大船渡市大船渡市大船渡市大船渡市まちづくり基金まちづくり基金まちづくり基金まちづくり基金((((津波復興基金津波復興基金津波復興基金津波復興基金((((住宅再建分住宅再建分住宅再建分住宅再建分))))))))                    3333,,,,160160160160,,,,278278278278 千円千円千円千円    

    ⑶⑶⑶⑶    年度別予算見込額年度別予算見込額年度別予算見込額年度別予算見込額    

                平成平成平成平成 25252525 年度年度年度年度        1,11,11,11,171717171,,,,196196196196 千円千円千円千円    

                平成平成平成平成 26262626 年度年度年度年度        1,1,1,1,513513513513,,,,515151517777 千円千円千円千円    

                平成平成平成平成 27272727 年度年度年度年度        1,01,01,01,064646464,,,,119119119119 千円千円千円千円    

                平成平成平成平成 28282828 年度年度年度年度        1,022,8041,022,8041,022,8041,022,804 千円千円千円千円    

資料８ 



住宅再建支援補助制度の拡充について　　《最高額での比較》
（単位：千円）

補　　　修

防災集団

移転促進

事　　　業

がけ地

近接等

危険住宅

移転事業

土地区画

整理事業

漁業集落

防災事業

自力移転 現地再建 現地再建 内　　　　　容 財源

終期

年度

内　　　容 財源

終期

年度

所要額

拡充案 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 県2/3

現　行 1,000 1,000 1,000 1,000 市1/3

H25まで県

H26から市

拡充案

5,020

（建物・敷地

造成分）

7,080

（建物・土地・

敷地造成分）

4,440

（建物分のみ）

現　行 1,460 1,460 1,460 320

拡充案 50 50 50 50

現　行

拡充案 13,160 15,460 10,370 14,730 11,790 5,070

現　行 12,160 14,460 5,760 8,060 6,760 5,020

水道敷設済み

用地費不要

水道敷設済み

被災時の宅地を

使用するため用

地費不要、宅地

復旧補助を活用

全壊・半壊解体の世帯が対象

複数世帯　1,000千円　　　単数世帯　750千円

3

住宅移転等

敷地造成費補助金

上限300千円

敷地造成工事費（面積330㎡までを補助対象）の

うち補助対象工事費の1/2

現　行

番

号

補　助　金　名

新　　　　　　　　　　　　築

1

被災者生活再建支援金

（加算支援金）

基礎支援金受給の世帯が対象

（建設・購入）複数世帯2,000千円 単数世帯1,500千円

（補　　　修）複数世帯1,000万円 単数世帯  750千円

2,000 1,000

300 300

現　　行　　制　　度

2

被災者住宅

再建支援事業補助金

780

対象工事費の1/2以内

１宅地あたり　上限2,000千円

現　行

4

住宅移転等

水道工事費補助金

市の基準額から算出した総額の1/2

上限2,000千円（総額が100千円未満の場合は交付さ

れない）

5 復興住宅新築補助金

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ対応工事補助　　　400～900千円

県産材使用工事補助　　 　200～400千円

1,300 1,300

現　行

1,700

現　行 1,300 1,300 1,300

7 被災宅地復旧補助金

敷地造成分

移転費等補助金

（移転費及び除却費を含む。）

新規住宅分（新築・購入）※当初５年間分

　　借入上限額　14,600千円　　上限利率　2.0％

新規住宅分（補修）　　　※当初５年間分

　　借入上限額　 6,400千円　　上限利率　1.0％

既往住宅分　※５年間分を一括交付

新築 28

補修 25

既往 28

9

防

災

集

団

移

転

促

進

事

業

・

が

け

地

近

接

等

危

険

住

宅

移

転

事

業

（

利

子

補

給

）

住

宅

建

設

費

補

助

金

建　物　分

利子上限額 4,440千円　　※一括交付

（防集事業）　　　上限利率 8.0％

（がけ地移転事業）上限利率 8.5％

土　地　分

現　行 4,440 4,440

現　行

6 被災住宅補修等補助金

28

580

拡　　　　充　　　　案

国 30.4（変更なし）国

市

市

県

28 2,334,676

複数世帯　2,000千円

単数世帯　1,500千円

　・倍額に増額

　（現地再建は、災害危険区

　　域の指定後に交付）

市 28 83,400　３年延長

2,060

68,0002,000

県

対象工事費の1/2以内

補修工事　300千円

改修工事　①耐震改修工事　　　600千円

　　　　　②ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ改修工事　 600千円

　　　　　③県産材使用改修　　200千円

（変更なし） 県 28

国

新築 28

補修 25

既往 28

1,735,560

（変更なし） 県 25

　３年延長

　※　県に対して現行制度の期

　　間延長を要望中

4,771,636

補助金上限額 780千円

28 450,000県

県

利子上限額 2,060千円　　※一括交付

（防集事業）　　　上限利率 8.0％

（がけ地移転事業）上限利率 8.5％

備　　　　　　考 上記の「防集事業」、「がけ地移転事業」とは、それぞれ「防災集団移転促進事業」、「がけ地近接等危険住宅移転事業」を示す。

住宅新築の借入額に対する利

子補給

　・新築に限る

　・一括交付

　・遡及あり

　・「防災事業」「がけ地

　　移転事業」は除く

（建物分）

　　利子上限額　4,440千円

　　上限利率　　　2.0％

（土地分）【新規】

　　利子上限額　2,060千円

　　上限利率　　　2.0％

（敷地造成分）【新規】

　　利子上限額　　580千円

　　上限利率　　　2.0％

　※「補修」「既往」は、

　　変更なし

利子上限額 580千円　　　※一括交付

（防集事業）　　　上限利率 8.0％

（がけ地移転事業）上限利率 8.5％

2,060

100,00028市

【新規】　一律　50千円

　・「防集事業」「がけ地

　　移転事業」は除く

新築：市

補修：県

既往：県

国

補助金等　合計

10

住宅再建移転費補助金

【新規】

780

8

被災住宅債務

利子補給補助金

580

現　行

現　行

 県2/3

 市1/3

拡充分は

全額市

区　分

2,000

30.4

28

25

25

28

25

25現　行 2,000

2,000 　３年延長 市

2,000 2,000現　行 2,000 2,000

 ２


